
私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補助金事務取扱要領の一部改正新旧対照表 

現   行 改 正 後 

私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補助金事務取扱要領 

 

１ ［略］ 

 

２ 定義 

この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (１)～(５) ［略］ 

 (６) 特定教育・保育施設 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「支援法」という。）

第27条第１項で規定する特定教育・保育施設をいう。 

 

 

 (７) 学校法人以外の設置者 学校法人化のための努力をする幼稚園等の設置者をいう。 

 (８) 学校法人等 学校法人、学校法人以外の設置者及び社会福祉法人をいう。 

 

３～４  [略] 

 

５ 補助金の算定要素及び算定方法 

 

  [略] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補助金事務取扱要領 

 

１ ［略］ 

 

２ 定義 

この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (１)～(５) ［略］ 

 (６) 特定教育・保育施設 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「支援法」という。）

第27条第１項で規定する特定教育・保育施設をいう。 

  (７) 認定こども園等 特定教育・保育施設である幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む。）及び幼保

連携型認定こども園をいう。 

 (８) 学校法人以外の設置者 学校法人化のための努力をする幼稚園等の設置者をいう。 

 (９) 学校法人等 学校法人、学校法人以外の設置者及び社会福祉法人をいう。 

 

３～４  [略] 

 

５ 補助金の算定要素及び算定方法 

 

  [略] 

 

 (４) 認定こども園等への円滑な移行のための準備支援事業 

要綱第２の５(４)に定める「認定こども園等への円滑な移行のための準備支援事業」は、認定こ

ども園等への移行に係る事務負担を軽減するため、事務職員の雇用等又は申請書作成等の業務に係

る外部委託を行った特定教育・保育施設である幼稚園以外の幼稚園を設置する学校法人に対し、次

のとおり補助金を交付する。 

   ① 補助要件 

交付決定年度内に、幼保連携型認定こども園としての認可、幼稚園型認定こども園としての

認定又は特定教育・保育施設としての確認（以下「幼保連携型認定こども園としての認可等」

という。）を受けること。 

② 補助対象経費 

幼保連携型認定こども園としての認可等に係る申請書作成等の業務に要する、別表１に定め

る経費とする。（他の補助金等の補助対象となるものを除く。） 

③ 補助金の額 

補助金額は、②に定める補助対象経費に２分の１を乗じて得た額以内の額とする（千円未満

切捨て）。ただし、１園につき80万円を限度とする。 

(５) 園務改善のためのICT化支援事業 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ [略] 

 

７ 提出書類 

  別表のとおりとする。 

 

 

   附 則 

 

[略] 

 

 

附 則  

この要領は、平成31年２月８日から施行し、平成30年度の補助金から適用する。 

要綱第２の５(５)に定める「園務改善のためのICT化支援事業」は、幼稚園教諭等の事務負担の軽

減を図るため、園務改善のための支援システムの導入等を実施した幼稚園等（幼保連携型認定こど

も園を除く。）を設置する学校法人に対し、次のとおり補助金を交付する。 

   ① 補助対象経費 

指導要録等の書類作成業務や園児の登降園管理等の業務に係る園務改善のための支援システ

ム導入に要する、別表１に定める経費とする。ただし、当該システムの導入に当たり最低限必要

となるパソコン等の備品等に要する経費については、当該システムの導入に要する経費に２分の

１を乗じて得た額以内の額までとする。（他の補助金等の補助対象となるものを除く。） 

   ② 補助金の額 

補助金額は、①に定める補助対象経費に４分の３を乗じて得た額以内の額とする（千円未満切

捨て）。ただし、１園につき54万円を限度とする。 

 

６ [略] 

 

７ 提出書類 

  別表２のとおりとする。 

 

 

   附 則 

 

[略] 

 

 

附 則  

この要領は、平成31年２月８日から施行し、平成30年度の補助金から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和元年８月23日から施行し、令和元年度の補助金から適用する。 

 

 



現   行 改 正 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表 

提 出書類及び添付書類 様 式 提出部数 提出期日 

（交付申請時） 

１ 私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）

補助金交付申請書 

２ 私立学校振興費所要額調書（特色ある幼児教育

等振興費） 

３ 特色ある幼児教育等振興費（財務状況の改

善）事業計画調書 

４ 特色ある幼児教育等振興費（幼稚園教諭に係る

一種免許状保有の促進）事業計画調書 

５ 特色ある幼児教育等振興費（特色ある幼児教育

振興）事業計画調書 

 

 

 

 

 

 

６ 収支予算 

 

要綱で定める。 

 

要綱で定める。 

 

別紙１ 

 

別紙２ 

 

別紙３ 

 

 

 

 

 

 

 

別紙５ 

 

１部 

 

別に定める。 

別表１ 

 

 

別表２ 

提 出書類及び添付書類 様 式 提出部数 提出期日 

（交付申請時） 

１ 私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）

補助金交付申請書 

２ 私立学校振興費所要額調書（特色ある幼児教育

等振興費） 

３ 特色ある幼児教育等振興費（財務状況の改善）

事業計画調書 

４ 特色ある幼児教育等振興費（幼稚園教諭に係る

一種免許状保有の促進）事業計画調書 

５ 特色ある幼児教育等振興費（特色ある幼児教育

振興）事業計画調書 

６ 特色ある幼児教育等振興費（特色ある幼児教育

振興）事業経費積算資料 

７ 特色ある幼児教育等振興費（認定こども園等へ

の円滑な移行のための準備支援）事業計画調書 

８ 特色ある幼児教育等振興費（園務改善のための

ICT化支援）事業計画調書 

９ 収支予算 

 

要綱で定める。 

 

要綱で定める。 

 

別紙１ 

 

別紙２ 

 

別紙３ア 

 

別紙３イ 

 

別紙５ 

 

別紙６ 

 

別紙７ 

 

１部 

 

別に定める。 

事業名 補助対象経費 

認定こども園等への円

滑な移行のための準備

支援事業 

１ 事務職員の雇用等に係る雇上費等 

２ 外部委託に係る委託料等 

園務改善のための ICT

化支援事業 

支援システムの導入に要する購入費、改修費、リース料、保守費、工

事費、通信費等 



（前金払請求時） 

私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補

助金前金払請求書 

 

要綱で定める。 
１部 

 

別に定める。 

 

（事業完了時） 

１ 私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）

実績報告書 

２ 私立学校振興費支出済額調書（特色ある幼児教

育等振興費） 

３ 特色ある幼児教育等振興費（財務状況の改

善）事業実績調書 

４ 特色ある幼児教育等振興費（幼稚園教諭に係る

一種免許状保有の促進）事業実績調書 

５ 特色ある幼児教育等振興費（特色ある幼児教育

振興）事業実績調書 

 

 

６ 特色ある幼児教育等振興費（特色ある幼児教育

振興）事業成果調書 

 

 

 

 

７ 収支決算 

 

別紙６ 

 

要綱で定める。 

 

別紙１ 

 

別紙２ 

 

別紙３ 

 

 

 

別紙４ 

 

 

 

 

 

別紙５ 

 

１部 

 

別に定める。 

 

（前金払請求時） 

私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補

助金前金払請求書 

 

要綱で定める。 
１部 

 

別に定める。 

 

（事業完了時） 

１ 私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）

実績報告書 

２ 私立学校振興費支出済額調書（特色ある幼児教

育等振興費） 

３ 特色ある幼児教育等振興費（財務状況の改善）

事業実績調書 

４ 特色ある幼児教育等振興費（幼稚園教諭に係る

一種免許状保有の促進）事業実績調書 

５ 特色ある幼児教育等振興費（特色ある幼児教育

振興）事業実績調書 

６ 特色ある幼児教育等振興費（特色ある幼児教育

振興）事業経費積算資料 

７ 特色ある幼児教育等振興費（特色ある幼児教育

振興）事業成果調書 

８ 特色ある幼児教育等振興費（認定こども園等へ

の円滑な移行のための準備支援）事業計画調書 

９ 特色ある幼児教育等振興費（園務改善のための

ICT化支援）事業計画調書 

10 収支決算 

 

別紙８ 

 

要綱で定める。 

 

別紙１ 

 

別紙２ 

 

別紙３ア 

 

別紙３イ 

 

別紙４ 

 

別紙５ 

 

別紙６ 

 

別紙７ 

 

１部 

 

別に定める。 

 



現   行 改 正 後 
 

（別紙３） 

年度 特色ある幼児教育振興費（特色ある幼児教育振興） 

事業計画（実績）調書 

 

  設置者名  

１ 事業に要する経費 園  名  

事業に要する経費 県補助金 法人負担金 施設類型  

 

円 

※１ 

円 

※２ 

円 

担当者職・ 

氏名 

 

 電話番号  

 

２ 事業の内容及び経費の内訳 

特色ある取組区分 事業名 
事業の目

的・目標 
事業の内容 

事業に要

する経費 

経費の積算

内訳 
備考 

1 次世代を担う人材

育成の推進 

   
円 

  

2 次期学習指導要領

に向けた取組の促

進 

   

円 
  

3 教育相談体制の整

備 

   
円 

  

4 職業・ボランティ

ア・文化等の体験活

動の推進 

   

円 
  

5 健康・安全・食に関

する教育の推進 

   
円 

  

6 外部人材活用等の

推進 

   
円 

  

7 上記以外の事業    円   

注１ ※１の県補助金欄については、事業実績調書提出時に交付決定額を、また、※２の法人負担金額については、

同じく事業実績調書提出時において「事業に要する経費」から「県補助金」を差し引いた金額を記入すること。 

 

 ２ 事業計画調書には経費の積算の根拠資料（見積書、契約書又は人件費に係る法人規程等）を、事業実績調書に

は支出が確認できる書類（領収書等）を添付すること。 

 

（別紙３ ア） 

年度 特色ある幼児教育振興費（特色ある幼児教育振興） 

事業計画（実績）調書 

 

  設置者名  

１ 事業に要する経費 園  名  

事業に要する経費 県補助金 法人負担金 施設類型  

 

円 

※１ 

円 

※２ 

円 

担当者職・ 

氏名 

 

 電話番号  

 

２ 事業の内容及び経費の内訳 

特色ある取組区分 事業名 
事業の目

的・目標 
事業の内容 

事業に要

する経費 

経費の積算

内訳 
備考 

1 次世代を担う人材

育成の推進 

   
円 

  

2 次期学習指導要領

に向けた取組の促

進 

   

円 
  

3 教育相談体制の整

備 

   
円 

  

4 職業・ボランティ

ア・文化等の体験活

動の推進 

   

円 
  

5 健康・安全・食に関

する教育の推進 

   
円 

  

6 外部人材活用等の

推進 

   
円 

  

7 上記以外の事業    円   

注１ ※１の県補助金欄については、事業実績調書提出時に交付決定額を、また、※２の法人負担金額については、

同じく事業実績調書提出時において「事業に要する経費」から「県補助金」を差し引いた金額を記入すること。 

 

 ２ 事業計画調書には経費の積算の根拠資料（見積書、契約書又は人件費に係る法人規程等）を、事業実績調書に

は支出が確認できる書類（領収書等）を添付すること。 



現   行 改 正 後 

 
 

（別紙３ イ） 

年度 特色ある幼児教育振興費（特色ある幼児教育振興）事業経費積算資料 

 

 設置者名  

園  名  

 施設類型  

担当者職・氏名  

 電話番号  

経費積算資料 

特色ある取組区分 事業名 
経費の

内容 

事業に要する

経費 
支出日 

添付書

類番号 

実績報告書に添付する

場合は○をすること 

1 次世代を担う人材

育成の推進 

 

 

 

 

 

円 

円 

円 

   

2 次期学習指導要領

に向けた取組の促

進 

  円 

円 

円 

   

3 教育相談体制の整

備 

 

 

 

 円 

円 

円 

   

4 職業・ボランティ

ア・文化等の体験

活動の推進 

  円 

円 

円 

   

5 健康・安全・食に

関する教育の推進 

 

 

 

 円 

円 

円 

   

6 外部人材活用等の

推進 

 

 

 

 円 

円 

円 

   

7 上記以外の事業  

 

 

 円 

円 

円 

   

※ 適宜行を追加し、記載すること。 

 



現   行 改 正 後 

  

 

（別紙５） 
年度 特色ある幼児教育振興費（認定こども園等への円滑な移行のための準備支援） 

事業計画（実績）調書 

設置者  

園名  

担当者職・氏名  

１ 事業に要する経費 

事業に要する経費 県補助金 ※１ 法人負担金 ※２ 

円 円 円 

  ※１ 県の補助金欄については、事業実績調書提出時に交付決定額を記入すること。 
  ※２ 法人負担金欄については、同じく事業実績調書提出時に、「事業に要する経費」 
    から「県補助金」を差し引いた金額を記入すること。 

 
２ 経費の内訳 
 【時間雇用者の場合】 

 (1)時給単価 

時給 
（年収÷年間勤務日数÷１日あたり労働時間）※３ 

 
円 

※３ 時間給が適用されない職員にあっては、基本となる賃金（年間）を年間勤務 
日数及び１日あたり労働時間で除して、時給換算すること。 

 (2)労働時間数 

月 労働時間 作業内容 

4 時間  

5 時間  

6 時間  

7 時間  

8 時間  

9 時間  

10 時間  

11 時間  

12 時間  

1 時間  

2 時間  

3 時間  

計 時間  

 
 【外部委託の場合】 

 (1)契約金額 

円 

 (2)申請書作成等業務の割合 

％ 

 
注１ 事業計画調書には、雇用契約や委託契約の内容が確認できる書類（労働条件通知書・委託契約書等）の写しを

添付すること。 

 ２ 事業実績調書には、認可書等並びに労働時間及び作業内容が確認できる書類（業務日誌等）等の写しを添付す
ること。 



 

現   行 改 正 後 

 

 

（別紙６） 
年度 特色ある幼児教育振興費（園務改善のためのICT化支援） 

事業計画（実績）調書 

設置者  

園名  

施設類型  

担当者職・氏名  

１ 事業に要する経費 

事業に要する経費 県補助金 ※１ 法人負担金 ※２ 

円 円 円 

  ※１ 県の補助金欄については、事業実績調書提出時に交付決定額を記入すること。 

  ※２ 法人負担金欄については、同じく事業実績調書提出時に、「事業に要する経費」 
    から「県補助金」を差し引いた金額を記入すること。 
 

２ 事業の内容及び経費の内訳 
  

事業名 

 

事業の内容 

 

経費の積算内訳 

 

 
  
注１ 事業計画調書には、経費の積算内訳が確認できる書類（見積書、契約書等）の写し及び導入システムの機能等

が確認できる資料を添付すること。 
 ２ 事業実績調書には、契約書、納品書、請求書及び領収書等の写しを添付すること。 



現   行 改 正 後 

 

別紙５ 

収支予算（決算） 

                        学校法人等名            

                        園    名            

                             議決  年  月  日 

収入   支出    

科 目 金額 
 

科 目 金額 
 

 

うち補助 

対象経費 
備考 

学生生徒等納付金収入  人件費支出   
役員報酬、退職金を

除く 

手数料収入   教育管理経費支出    

寄付金収入   借入金等利息支出    

補助金収入   借入金等返済支出    

 
私立学校振興費（特
色ある幼児教育等振
興費）補助金収入 

  
施設関係支出    

設備関係支出   車両費を除く 

 その他補助金収入   資産運用支出    

資産売却収入   その他の支出    

付随事業・収益事業収入   （予備費）    

受取利息・配当金収入   資金支出調整勘定    

雑収入   翌年度繰越支払資金    

借入金等収入   計    

前受金収入   

  

 
その他の収入   

資金収入調整勘定   

前年度繰越支払資金   

   
 

計   

（注）議決前に補正予算額を記入する場合は理事長名の補正確約書（任意様式）を添付すること 

 

別紙７ 

収支予算（決算） 

                        学校法人等名            

                        園    名            

                             議決  年  月  日 

収入   支出    

科 目 金額 
 

科 目 金額 
 

 

うち補助 

対象経費 
備考 

学生生徒等納付金収入  人件費支出   
役員報酬、退職金を

除く 

手数料収入   教育管理経費支出    

寄付金収入   借入金等利息支出    

補助金収入   借入金等返済支出    

 
私立学校振興費（特
色ある幼児教育等振
興費）補助金収入 

  
施設関係支出    

設備関係支出   車両費を除く 

 その他補助金収入   資産運用支出    

資産売却収入   その他の支出    

付随事業・収益事業収入   （予備費）    

受取利息・配当金収入   資金支出調整勘定    

雑収入   翌年度繰越支払資金    

借入金等収入   計    

前受金収入   

  

 
その他の収入   

資金収入調整勘定   

前年度繰越支払資金   

   
 

計   

（注）議決前に補正予算額を記入する場合は理事長名の補正確約書（任意様式）を添付すること 

 



現   行 改 正 後 
 

（別紙６） 

 第     号 

  年  月  日 

 

 

 

岩手県知事         様 

 

 

住    所 

法  人  名 

代表者職氏名            ○印 

 

 

私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補助金実績報告書 

年度私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補助事業が完了したので、事業の実績 

を別紙のとおり報告します。 

 

 

 

（別紙８） 

 第     号 

  年  月  日 

 

 

 

岩手県知事         様 

 

 

住    所 

法  人  名 

代表者職氏名            ○印 

 

 

私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補助金実績報告書 

年度私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補助事業が完了したので、事業の実績 

を別紙のとおり報告します。 

 

 

 


